
 

 

 

「環境調和型製鉄プロセス技術開発」 

事後評価報告書（案）概要 

 

 

目  次 

 
 

分科会委員名簿 ·············································· １ 

プロジェクト概要 ··········································· ２ 

評価概要（案） ··········································· １２ 

評点結果 ···················································· １９ 

 
 
 

第 35 回研究評価委員会

資料 3-2-2 



 

 

 

はじめに 

 
 
 
本書は、第３１回研究評価委員会において設置された「環境調和型製鉄プロ

セス技術開発」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２４年１２

月３日））及び現地調査会（平成２４年１１月２６日））において策定した評価

報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条の

規定に基づき、第３５回研究評価委員会（平成２５年３月２６日）にて、その

評価結果について報告するものである。 
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注＊：実施者の一部と同一大学であるが、所属部署が異なるため（実施者：東
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料６－１より抜粋） 
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 「環境調和型製鉄プロセス技術開発」 

全体の研究開発実施体制 
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「環境調和型製鉄プロセス技術開発」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは、温暖化の主原因となる産業部門での CO2発生起源の 1 つ

である鉄鋼部門で、その 7 割を占める高炉操業工程において、発生する CO2を

3 割削減しようとする意欲的な取り組みであり、排出低減のもたらすインパクト

はきわめて大きい。本技術開発は大規模であるがゆえに、民間活動のみでは達

成が難しいことから、官民一体となって推進すべき重点研究開発内容であり、

NEDO の関与が必要である。世界トップレベルの顕著な成果も得られており大

いに評価できる。特に、多様な石炭から品質の良いコークスを作れるようにし

た事と、CO2 回収技術の所要動力を大幅に低減できた事は高く価値できる。ま

た、実用化へ向けた具体的な課題もしっかり抽出されており、次のステップへ

進む準備は整っている。 
一方、本開発プロジェクトの主課題である水素還元法については、未だ確固

たる実用化の目途が立っておらず、還元反応速度の促進メカニズムなどの基本

原理を更に詳細に明確にし、その利点を如何に活かすかという操業方法の確立

や実用化に向けた構造検討と実証を今後さらに行って頂きたい。 

 
２）今後に対する提言 
高純度鋼生産のために高炉工程は必ず今後も主たる製鉄法として存続すると

考えられ、高炉操業での CO2 排出量を画期的に削減する本法を高炉操業の世界

標準とするように、主導権を持って本開発技術を世界中に流布して頂きたい。

そのためにも、将来の本技術の海外展開の下地を作るべく、学会発表、学術論

文など世界に向けた発表を積極的に進められたい。 
本技術開発は長期スパンとなるため、本技術の実用化、定着には、世代を繋

ぐ若い世代の技術者の開発への適切な配置、開発成果を定量的に体系化し論理、

知識を継承していく仕組みづくりとマネジメントが非常に重要となる。さらに

CO2 発生量削減に関する戦略と技術の世界的な流れを注意深く精査し修正して、

世界の事情の変化に柔軟に対応できる体制が必要である。 
技術全体の組合せとしての実用化よりも、部分的に導入できるものからでも

段階的に活用していく方法も有効ではないか。例えば、CO2 回収や熱回収技術

については、他産業への適用も可能であるので、成果の広報と他産業への情報
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提供に努めて頂きたい。このような個別技術の実用化により、本技術開発の総

コストダウンが促進され、本プロセスの実用化に大いにプラスとなると考えら

れる。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

2030 年までに鉄鋼生産工程から CO2 の排出量を 30%削減する事業は、国が

重点項目として推進している環境安心イノベーションプログラム及びエネルギ

ーイノベーションプログラムに適うものであり、CO2 削減という側面だけでな

く、鉄鋼業を国際競争力のある革新的な技術へと展開できる可能性を有してお

り、NEDO 事業として実施すべき優先的な開発内容と判断できる。本技術開発

の成果は我が国鉄鋼業からの大気温暖化ガス排出量削減だけに寄与するだけで

はなく、世界の鉄鋼業に対する技術輸出も十分に考えられ、地球規模の大気温

暖化ガス排出量削減にも寄与することが期待出来る。 
一方長期スパンでの開発となるため、北米でのシェールガス開発の事業化等

の情勢変化を考慮に入れた対応策を十分に討議し、世界で行われている 2030 年

における鉄鋼生産方式の様々な論議や実践を、今後十分に考慮するべきである。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
目標策定に当たっては、諸外国の動向を把握した上で、数値設定が具体的で

意欲的にされており、妥当である。事業体制は産学官連携が全日本連携体制と

なっており、極めて妥当である。また外部有識者のアドバイスを受けるため、

NEDO 主催の技術検討委員会、実施者主催のアドバイザリーボードが設置され

ており、マネジメントを円滑に進める体制が整えられている。中間評価での指

摘点を具体化し、全ての指摘項目を解決して開発を効果的に推進しているマネ

ジメントも大いに評価できる。 
しかし、アドバイザリーボードを追加新設したにも拘わらず、水素還元機構

が CO 還元機構と如何に違っており、その特徴を生かすためにはどうすべきか、

というような基礎について相互に意見交換が十分なされたとは見受けられない。

アドバイザリーボードはこれまで 3 年間で 3 回開催されたと報告されているが、

さらに活用することが必要である。 

 
３）研究開発成果について 
成果の達成は評価時点でおおむね目標を達成しており、全体として達成が見

込まれる。低位熱発電システムの低コスト化、CO2 吸収法の新開発などに期待

以上の世界最高水準の成果が得られているので、この成果を早速他分野に適用
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し市場の創造に繋げて欲しい。また、HPC のコークス製造への利用はコークス

原料の多様化をもたらすことができ、資源的制約をかなり緩和するとともに、

価格決定力に対しても大きな影響を及ぼすことが期待できる。個々の開発に関

して知財戦略も行われており、次のステップへ進むに十二分の状況にあると判

断できる。 
一方、2030 年における実用化を考えに置くと、本開発研究はまだ緒に就いた

ばかりであり、今期間で十分に明らかにできなかった、高炉内への吹き込み水

素の侵入深さの確保などの事項を再考し、次期の計画の再構築を今から取り組

んで頂きたい。また、高炉の排ガスからの CO2 分離回収技術費用には、貯留コ

ストも入れて計算すべきである。 

 
４）実用化の見通しについて 
高炉法に基づく新製鉄プロセスの実用化へのロードマップはしっかりできて

いる。これに対して、基盤研究フェーズは設定以上の成果が得られており、次

のフェーズで実用化を目指して開発を実施するに十分なところへ到達している

点で実用化の見通しは十分にあると判断できる。特に低位熱発電システムの低

コスト化、CO2 吸収法実用化の他分野への適用が見通せる段階に入ったように

見られる。 
一方、鉄鋼高炉への部分的な水素吹き込み還元法については、理論的な基礎

裏付けは確認できたものの、高炉への水素ガス吹き込み技術など、実用化イメ

ージができていない。COG 改質触媒法は開発に成功したと謳っているが、安定

した長期運用を考えた場合、客観的に見て目標水素増幅率は 2 倍以上の活性を

発揮することはできていない。 
各要素技術に対して、部分的な導入や鉄鋼産業以外での利用も有望なものも

あり、是非それぞれの技術を最大限利用するという視点で普及拡大も検討して

欲しい。 
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個別テーマに関する評価 

 成果に関する評価 実用化の見通しに関する評価 

鉄鉱石還元への

水素活用技術開

発 

水素の導入の効果を検証するための実験成果に

ついては、大変有意義な知見が得られ、次のステッ

プへ展開するための検討課題がかなり明確になり、

実用化への道のりの中で本ステップにおけるマイ

ルストーンに到達できたと考えられる。 
しかし、水素吹き込みにより高炉内で起こると予

想される現象の理論的把握が実験室規模で十分行

われたとは言い難い。例えば、LKAB 試験高炉で

の実証実験で、焼結鉱の顕著な粉化は認められなか

ったと報告しているが、粉化に関する基礎実験との

差異が何故生じたのかという考察が不十分である。

シャフト部で吹き込まれた水素ガスは、炉壁に沿っ

て上昇しており、炉内反応に十分寄与しているとは

言い難い状況である。 
本開発では従来の高炉構造を踏襲して水素還元

法を適用しようと考えているようであるが、Step1
の結果からは実現の可能性が低いことが予想され

る。Step2 ではミニ試験高炉の設計･建設を行うこ

とになっているが、その前に水素ガスの吹き込み構

造の見直しが必要である。 

Step1 の結果から、水素ガス還元法の基礎的なメ

カニズムは解明できたものの、LKAB 試験の結果か

ら実用化に向けた水素ガス吹き込み構造について

の再検討が必要であることが分かった。この点が解

決されない限り実用化は困難である。吹込み位置や

吹込み条件の最適化を、より詳細に検討した方が良

い。現状では未だ実用化への見通しはつかないが、

Step2 で建設するという試験高炉での成果が期待さ

れる。 
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COG のドライ

化・増幅技術開

発 

稼働中のコークス炉ラインに実験設備を設置し、

実COGに対しても触媒改質活性を継続できること

を実現した成果は高く評価できる。 
しかし、水素増幅率が、反応開始以降 3 時間程度

2 倍以上の活性を発揮することを確認したと報告

しているが、長期操業を想定して実験データを客観

的にみた場合、増幅率は 1.3 と解釈すべきではない

か。触媒寿命として問題になるのは、今回実施した

短い期間よりも、はるかに長い時間だと考えられ

る。この長期寿命をどう評価するか、さらには延伸

するかを検討すべきと考える。 

まだ初期的な段階であるが、固体の機械的振るい

落としなどの現実的解決が示されており、実用化の

見通しはある程度あるものと考えられる。COG と

いうタール、ダストを多く含むガスの改質を行うこ

とを目標としており、その波及効果として同様にタ

ールなどを含む廃棄物・バイオマスなどをガス化し

たときの生成ガスの改質へ適用できることが期待

できる。 
一方、大型触媒反応器のスケールアップを考慮す

れば、現状の機械的加振による装置では限界があ

る。新規な反応器設計・開発を含めて長期的試験、

振るい落とした固体の排出、COG の発生パターン

に合わせたオペレーション（生成ガスの高炉への安

定供給のための一時保管なども含めて）の課題を着

実に解決されたい。 

水素活用鉄鉱石

還元用コークス

製造技術開発 

HPC を配合することで非粘結炭多配合炭を使用

しても、高炉で十分使用できる高強度コークスを製

造できることを実証したこと、また、そのコークス

製造時の最適配合設計指針を定量的に提示したこ

とは高く評価できる。基礎的反応メカニズムからコ

ークス強度発現の機構を明らかにしたことは、多様

な原料を用いた場合の性能予測をする方法につな

がると考えられ、大きな成果である。 

目標とする DI を実証したことにより、高強度コ

ークスの製造について実用化の見通しが得られた。 
HPC 収率が 50%で、実用化にはコスト面から考

えて残り 50%の残渣炭の有効利用ができるか否か

にかかっている。残渣の有効利用についても十分な

検討をされたい。また、HPC 製造にかかわる CO2

排出量が新たに増加してしまうデメリットを何か

で補償する提案をして欲しい。 
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一方、現状の指標である DI （ドラム強度）が水

素還元時においても成立するかどうかは不明確で

ある。試験高炉における温度・ガス組成を参考に、

種々の条件下におけるコークス劣化機構を詳細に

解明し、従来のコークスに求められる品質(強度、

反応性)と、水素吹き込み時に求められる品質の差

異について、より詳細な解析が必要である。また、

HPC の一層のコスト低減を検討する必要がある。

 
 
 

CO2 分離・回収

技術開発 
耐久性が非常に高く、再生温度を大幅に低減でき

る IPAE（イソプロピルアミノエタノール）をベー

スとした新化学吸収液の開発に成功たことで実用

化に向けて大きな期待が持てる。並行して開発を行

った、物理吸着分離技術も可燃ガス回収率の目標を

達成できたことは大いに評価できる。本技術は発電

や化学産業にもそのまま適用でき CO2 削減に対す

る技術としても波及効果は甚大であると判断でき

る。 
実機設置占める面積を考慮すると、Step1 で得ら

れた成果達成に満足せず、Step2 では吸収効率が更

に遥かに高い吸収液の開発を目指して欲しい。 

化学吸収においては長期運転において劣化が微

量であることが確認できている。また、物理吸着に

おいては、装置サイズなどの実用化イメージがかな

り明確となった。2 種類の CO2 除去技術とも 2～3
年程度の期間で単独技術として実用化できるレベ

ルに達しており、実用化見通しは明るい。 
一方、CO2の分離回収から製鉄所内貯留に至るト

ータルコストを精査し、必要ならさらなる低減を図

る必要がある。既設の製鉄所敷地内に占めるその実

機設備面積はまだまだ広大過ぎ、実際に新たに加設

する敷地を確保できる余裕があるのか危惧される。 

未利用顕熱回収

技術の開発 
熱のレベルに応じた回収技術を非常に詳細に検

討している。困難であった溶融スラグの熱回収をか

なり具体的な形で可能ならしめたことの意義は大

蒸気発電とカリーナ発電システム一本化、熱交換

器のコンパクト化等により、大幅なコスト削減がで

きたことで、実機化の見通しを立てることができた
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きい。また、カリーナサイクルによる発電について

もプロセス設計の具体例が示され、達成までの今後

の課題解決方針が明確になったと考えられる。 
スラグが溶融状態から冷却されて固体状態に変

態される過程で放出される顕熱量の方が、凝固スラ

グ板から放出される顕熱量の方より遥かに大きい

ので、この熱量を利用する技術も引き続き開発を目

指して頂きたい。 

のは見事な成果である。各要素技術は一定レベルに

達しており、個別技術としては実用化への見通しは

ある。 
一方、未利用排熱の大きな部分を占めるスラグ排

熱の利用については、実用化レベルとは言えず、よ

り画期的な技術開発が求められる。 
実用化にはパイロットプラントなどを建設し、性

能およびコストの確認が必要である。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

2.0 

2.4 

2.1 

3.0 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化の見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

 

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉  

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 3.0 A A A A A A A

２．研究開発マネジメントについて 2.1 A B B B B B B

３．研究開発成果について 2.4 A B B A B A B

４．実用化の見通しについて 2.0 B A C C B A B

 

平均値 
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評点結果〔個別テーマ〕 

 

鉄鉱石還元への水素活用技術開発 

 

1.4 

1.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

 

COG のドライ化・増幅技術開発 

1.6 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

 

水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発 

2.4 

2.7 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

平均値 

平均値 

平均値 
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CO2分離・回収技術開発 

2.7 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

 

未利用顕熱回収技術の開発 

1.4 

1.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

2.実用化の見通し

1.研究開発成果

 

 

平均値 

平均値 
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個別テーマ名と評価項目 平均値 素点（注） 

鉄鉱石還元への水素活用技術開発 

 １．研究開発成果について 1.7 C B D B B A B

 ２．実用化の見通しについて 1.4 C B D C B B B

COG のドライ化・増幅技術開発 

 １．研究開発成果について 1.9 B A B C B B C

 ２．実用化の見通しについて 1.6 B B B C C B C

水素活用鉄鉱石還元用コークス製造技術開発 

 １．研究開発成果について 2.7 B A B A A A A

 ２．実用化の見通しについて 2.4 B A C B A A A

CO2分離・回収技術開発 

 １．研究開発成果について 2.9 A A A B A A A

 ２．実用化の見通しについて 2.7 A A B A B A A

未利用顕熱回収技術の開発 

 １．研究開発成果について 1.9 B B C B A B C

 ２．実用化の見通しについて 1.4 B B D C B B C

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

 

〈判定基準〉 

１．研究開発成果について ２．実用化の見通しについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当であるが、課題あり →C
・見通しが不明        →D


